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提案書（要旨）
総務省情報通信政策局地上放送課 御中

以下の通り、「携帯端末向けマルティメディア放送サービス等」に関して今後検討が必要と思われる課題について提案を提出し
ます。なお、本文は別紙をご参照ください。

• 背景

マルチメディア放送ビジネスフォーラム車載機分科会の視点から提案・貢献することで、この分野で日本が国際的にイニシア
ティブを取り、その成果を車載機メーカーおよび自動車メーカーとしても活用していくべきと考えます。

• ビジネスモデル分野

携帯端末向けの放送サービスとしては、①高い付加価値、②公平な競争による市場の形成・需要の創造、③海外への展開、の3つ
の条件を満たすものであるべきと考えます。また、既に自動車向けデータ放送の実験では、「マルチメディア放送ビジネス
フォーラム」などで幾つも実施されており、非常に大きな期待を集めております。携帯電話だけでなく、自動車向にもサービス
実施ができるシステムと事業者を選択するべきです。

• 制度分野

マルチメディア放送は、従来の放送の枠組みにとどまらず、民間の活力により、デジタルの利点を生かした高付加価値のサービ
スが実現できる制度とし、公平な競争による参入機会が与えられるべきです。また、通信系サービスと同様、新規サービスの導
入により新たな需要を創造し、継続的に発展可能な市場が形成できるようにすべきです。

さらに、地域の経済発展、文化貢献、地域住民の安全安心のため、全国一律の放送のみではなく、地域ごとに異なる放送が実施
できる制度とすべきです。

• 技術分野

マルチメディア放送の放送システムは、2011年の車載端末商品化を念頭におけば、各種車向けサービスの開発・実証がすでに十
分行われているシステムである必要があります。特に、地図や地域情報配信のためのデータダウンロード技術や自動車ユーザに
適した操作性の具備は必須の条件といえます。また、地域情報、交通情報、地図情報等の提供には、全国一律の放送のみではな
く、地域ごとに異なる放送が実施できることが必須です。このような自動車向け放送サービスを世界に先駆けて実現することが、
ＩＴＳの放送分野における国際的イニシアティブを取ることにつながると考えます。

〒243-0192
かながわけんあつぎしおかつこく

神奈川県厚木市岡津古久560-2
まるちめでぃあほうそうびじねすふぉーらむしゃさいきぶんかかい

マルチメディア放送ビジネスフォーラム車載機分科会

代表
こいずみ ゆういち にっさんじどうしゃかぶしきがいしゃ

小泉 雄一（日産自動車株式会社）

平成19年9月7日



2

携帯端末向けマルティメディア放送提案書（本文）携帯端末向けマルティメディア放送提案書（本文）

1. 背景

2. ビジネスモデル分野の課題

3. 具体的なビジネスモデル案①～③

4. 技術分野の課題

5. 制度分野の課題

別紙



3

１．背景（マルチメディア放送ビジネスフォーラム車載機分科会１．背景（マルチメディア放送ビジネスフォーラム車載機分科会
としての視点）としての視点）

放送環境の大きな変化（2011年以降）

マルティメディア放送ビジネスフォーラム車載機分科会の視点

デジタルテレビ放送

1ch 3 4 12 13 52 53 62ch

90～108MHz 170～222MHz 470～710MHz 710～770MHz

240MHz幅

携帯端末向けの分野において国
際的に主導的な役割を果たす。

周波数帯域（130MHz幅）

貢献 活用好循環

マルチメディア放送
ビジネスフォーラム
車載機分科会の視点

マルティメディア放送ビジネスフォーラム車載機分科会の視点から提案・貢献することで、
この分野で日本が国際的にイニシアティブを取り、その成果を車載機メーカーおよび自動車
メーカーとしても活用していくべきと考えます。

•従来から放送サービスの利用シーンにおいて、自動車は欠かせない存在
•「マルチメディア放送ビジネスフォーラム※」等で実験を実施済み。

オーディオ
ナビゲーション

※旧デジタルラジオニュービジネスフォーラム
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２．ビジネスモデル分野の課題２．ビジネスモデル分野の課題

①高い付加価値

②公平な競争による市場
の形成・需要の創造

③海外への展開
•一部の企業にのみ参入可能な市
場であってはならない。
•新たな需要を創造することで、
市場として発展可能なこと。

•国内企業がその競争力を活かし、
グローバルに市場を展開できる
こと。
•そのための成功事例としてのビ
ジネスモデル、制度、技術であ
ること。

事例（モバイルビジネス）
手軽な端末でモバイルコンテンツ
やモバイルコマースの市場が拡大。
2006年には9285億円に発展。
※モバイルコンテンツの産業構造実態に関す
る調査結果（2007 総務省）より

事例（インターネット上の商品、サービ
ス販売）
小規模な企業であってもインターネット
上にサイトを開くことで、世界中のユー
ザを対象に商売が可能。さらに地域を
問わないことで、ニッチな商品、サービ
スでも成立する可能性が拡大した。

事例（PHS）
小規模の投資、携帯端末の小型化が可
能な通信方式により、発展途上の国でも
採用された実績がある。

携帯端末向けの放送サービスとしては、①高い付加価値、②公平な競争による市場の形成・
需要の創造、③海外への展開、の3つの条件を満たすものであるべきと考えます。
また、既に自動車向けデータ放送の実験では、「マルチメディア放送ビジネスフォーラム※」

などで幾つも実施されており、非常に大きな期待を集めております。携帯電話だけでなく、
自動車向にもサービス実施ができるシステムと事業者を選択するべきです。

公平な競争 海外への展開

高い付加価値

•有限資源である周波数帯域から付加価値の高
いサービスを生み出すべき。
•かつ、あらゆる人にとって公平な利用機会が
提供され、デジタルデバイドを引き起こすもの
であってはならない。

自動車向けサービス

※旧デジタルラジオニュービジネスフォーラム
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３．具体的ビジネスモデル案①３．具体的ビジネスモデル案①

東京をドライブ
中のユーザー

地域情報の配信ビジネス
放送番組内での話題やCMに関連した情報を「いまいる場所」に合わせて提供します。例えば、
番組でおそば屋さんについて話があると、「いまいる場所」の近くにあるおそば屋さんの情
報を配信します。

浅草そば

うどん
そば

浅草そば
放送局

函館そば

うどん
そば

函館そば

山形そば

うどん
そば

山形そば

箱根そば

うどん
そば

箱根そば

更科そば

うどん
そば

更科そば
千種そば

うどん
そば

千種そば
広島そば

うどん
そば

広島そば

宮崎そば

うどん
そば

宮崎そば

○○情報 ラーメン情報 そば情報

･･･
情報配信センター

ユーザー
放送番組を聴いてそばが食べ
たくなったけど、近くにおいしい
そば屋さんはないかなぁ・・・

既にある全国各地のご当地情報を収集

情報配信センター
既にデータベース化された全国各
地のご当地情報を収集し、リクエス
トに応じて配信する。

出演者のコメント
「北海道で食べに行った旭
川そばがおいしくて・・・」

ユーザーの現在地
情報とともに地域
情報をリクエスト

現在地周辺の
情報を配信
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３．具体的ビジネスモデル案３．具体的ビジネスモデル案①①

地域情報の配信ビジネスのメリット

車載機やガイドブックにはない「現地の人だ
けが知る」タイプの付加価値の高い地域情報
を低コストで配信することができます。

車載機やガイドブックにはない「現地の人だ
けが知る」タイプの付加価値の高い地域情報
を低コストで配信することができます。

地域特有の情報を配信するには、番組提供と
いう形で地域に密着した企業、店舗、飲食店
などが参画することができます。

地域特有の情報を配信するには、番組提供と
いう形で地域に密着した企業、店舗、飲食店
などが参画することができます。

普通のラジオ放送を視聴するように利用でき
るので、IT機器に慣れていないユーザでも大
丈夫です。

普通のラジオ放送を視聴するように利用でき
るので、IT機器に慣れていないユーザでも大
丈夫です。

競争力の高い自動車と車載機との組み合わせ
により、海外展開が可能。情報自体は展開先
の地域に既存のものを活用できます。

競争力の高い自動車と車載機との組み合わせ
により、海外展開が可能。情報自体は展開先
の地域に既存のものを活用できます。

高い付加価値 デジタルデバイド回避

公平な競争 海外展開

ユーザー

地域の企業や店舗

関連産業
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３．具体的ビジネスモデル案②３．具体的ビジネスモデル案②

ナビゲーション
内蔵HDD

地域別
地図データベース

放送局

認証センター

地域別地図データ
（暗号化）

通信手段

地図情報の自動更新ビジネス
自動車を運転するだけで、自動的にナビゲーションに内蔵されたHDD内の地図データが更新さ
れる。（都度課金のビジネスモデルのケースでは携帯電話等の通信手段により復号キーを購
入する）

放送局
エリア内の自動車に対して、地域
の地図情報を繰り返し放送する。

ユーザー
受信した地図データを利用するた
め、携帯電話等の手段により復号
キーを購入する。

リクエスト

復号キー

ユーザー
日常的に移動する範囲の地図
情報は普段（週末など）のドライ
ブで受信できる。



8

３．具体的ビジネスモデル案３．具体的ビジネスモデル案②②

地図情報の自動更新のメリット

新たしい道路も素早く地図に反映されるので、
社会インフラである道路を活用でき、渋滞緩
和やCO2の削減効果も期待されます。

新たしい道路も素早く地図に反映されるので、
社会インフラである道路を活用でき、渋滞緩
和やCO2の削減効果も期待されます。

特別な操作は不要で、通常の自動車の利用に
より自動的に更新されます。情報リテラシー
に関係なく最新の地図を利用できます。

特別な操作は不要で、通常の自動車の利用に
より自動的に更新されます。情報リテラシー
に関係なく最新の地図を利用できます。

道路の新設、拡張は特に発展途上国で顕著で
あり、課題にもなっています。効率的な地図
更新の有効な手段となります。

道路の新設、拡張は特に発展途上国で顕著で
あり、課題にもなっています。効率的な地図
更新の有効な手段となります。

高い付加価値 海外展開

デジタルデバイド回避

ユーザー

社会全体 関連産業
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３．具体的ビジネスモデル案③３．具体的ビジネスモデル案③

番組
（視聴者へ問いかけ）

視聴者参加型の双方向コミュニケーション
放送番組、特にラジオ放送は出演者と視聴者の2WAYが特長。デジタル化によりデータ放送や
ボイスメールを活用した双方向コミュニケーションが可能となり、双方をより身近にします。

番組で流れたあの曲、
なんだったかぁ。イン
トロはわかるんだけ
ど。。。ラジオ局に聞
いてみよう！

視聴者
（ボイスメール※で質問）

全国の視聴者
（情報提供）

番組/放送局

（情報の集約）

携帯電話等からボイ
スメールを送信

通信手段

番組ホームページ
への記載

このイントロの曲名情
報をお寄せください

なるほど！
あの曲名は○○だっ
たんだ♪♪

※ボイスメール
留守番電話と電子メールを組合せたサー
ビスで、音声メッセージを電子メールに
載せて相手に送信するものです。
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３．具体的ビジネスモデル案③３．具体的ビジネスモデル案③

視聴者参加型の双方向コミュニケーションのメリット

ラジオは従来から視聴者参加型で構成されて
おり、年代を問わない参加が期待されます。

ラジオは従来から視聴者参加型で構成されて
おり、年代を問わない参加が期待されます。

デジタルデバイド回避

各地域のリスナーが参加することで、SNS型の
コミュニティが形成されます。さらに通信技
術との連携によるネット上での発展が期待さ
れます。

各地域のリスナーが参加することで、SNS型の
コミュニティが形成されます。さらに通信技
術との連携によるネット上での発展が期待さ
れます。

事業者は仕組と技術を提供し、コンテンツそ
のものは番組や視聴者が提供することで、文
化や言語といった地域特性も反映することが
できます。

事業者は仕組と技術を提供し、コンテンツそ
のものは番組や視聴者が提供することで、文
化や言語といった地域特性も反映することが
できます。

市場の創造 海外展開

ユーザー
関連産業

放送事業者
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４．技術的課題４．技術的課題

• マルチメディア放送の放送システムについては、ここに提案した自動車向け各種サービ
スが実施できるシステムを選択すべきです。

• 2011年サービス開始に向けた車載端末の開発、商品化を念頭におけば、各種サービス
を実現する技術の開発・実証がすでに行われ、すぐにでも端末の開発に着手できる状況
にあることが必要です。

• 車向けに地域情報、交通情報、地図情報等を提供するためには、全国一律の放送のみで
はなく、地域ごとに異なる放送が実施できることが必須となります。

• 地図配信や地域情報配信のため、移動受信でも安定してデータダウンロードが可能な方
式が必須となります。またビジネスモデルとして、放送波で配信したデータやコンテン
ツに対し通信経由で課金する仕組みも必須となります。

• 全ての自動車ユーザがマルチメディア放送サービスを享受できる操作性、ヒューマンイ
ンタフェースを具備することが必要です。

• このような自動車向け放送サービスを世界に先駆けて実現することで、ＩＴＳの放送分
野における国際的イニシアティブを取り、その成果を自動車メーカーとしても活用して
いくべきと考えます。
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５．制度的課題５．制度的課題

• マルチメディア放送のあり方として、従来の放送の枠組みにとどまらず、民間の活
力により、デジタル放送の利点を生かした付加価値の高いサービスが実現できる制
度とすべきです。

• 一部業界や企業のみが参入するのではなく、公平な競争による参入機会が与えられ
るべきです。

• マルチメディア放送においては、通信系のサービスと同様、新規サービスの開発、
実施により新たな需要を創造し、継続的に発展可能な市場の形成ができるようにす
べきです。

• 全国一律の放送のみではなく、地域ごとに異なる放送が実施できる制度とすること
が、地域の経済発展、文化貢献、地域住民の安全安心に寄与します。

• このような自動車向けマルチメディア放送サービスを世界に先駆けて実現すること
で、国内の企業がＩＴＳにおける国際的イニシアティブを取る競争力をつけること
ができ、ひいてはグローバル市場の展開につながっていくと考えます。

以上


